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令和６年度６月補正予算（案）について発表します。 

  

 内 容 

  詳細は別紙にてご確認ください。 

 

 

 

  

 

 

 

 

令和６年度６月補正予算（案）について 

お知らせします 

【問い合わせ先】                   
岡山市 財政課 粕山・橋本  直通086-803-1146 内線4410・4415 
 



《主な事業》

事業会計 766億84百万円 99.7%

予算総額 91億21百万円 6,694億39百万円 103.9%

一般会計 91億21百万円 3,947億37百万円 107.1%

○所得税・個⼈住⺠税の定額減税に併せ、令和６年度に新たに住⺠税⾮課税等となった世帯や
 減税しきれない⽅に対して7⽉下旬から順次給付⾦を⽀給します。

○地域公共交通利便増進実施計画に基づき、バス路線の再編に伴う乗り継ぎ環境の整備や⽀線
 バスの購⼊による利⽤環境の改善等を実施します。

○令和６年10⽉から12⽉に、65歳以上の⽅等を対象に新型コロナワクチンの定期接種を実施
 します。

○多目的屋内施設（アリーナ）整備における最適な施設規模や事業手法、整備費や運営費、周
 辺環境への影響等の調査・検討を⾏います。

特別会計 1,980億18百万円 99.4%

令和6年度6月補正予算（案）について

１　補正予算（案）の概要

 本補正予算（案）は、所得税・個⼈住⺠税の定額減税に併せ、住⺠税⾮課税等となる世帯及び定
額減税しきれない⽅への給付に係る経費、新型コロナワクチンの定期接種に係る経費、地域公共交
通利便増進実施計画に基づく施策に係る経費、また、多目的屋内施設（アリーナ）の整備に向けて
検討を進めるための経費等について編成するものです。

  （補正額）   （補正後予算額） （対前年同期⽐）
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２　予算額

(１)  予算総額 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 前 年 度 同 期 伸 び 率

385,615,940 9,121,500 394,737,440 368,423,664 107.1%

198,018,371 0 198,018,371 199,196,940 99.4%

76,683,540 0 76,683,540 76,882,643 99.7%

660,317,851 9,121,500 669,439,351 644,503,247 103.9%

(２)  一般会計

　ア　歳　入 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

132,321,718 132,321,718 33.5%

2,676,000 2,676,000 0.7%

45,000 45,000 0.0%

769,000 769,000 0.2%

945,000 945,000 0.2%

147,000 147,000 0.0%

1,909,000 1,909,000 0.5%

18,837,000 18,837,000 4.8%

104,000 104,000 0.0%

403,000 403,000 0.1%

6,120,000 6,120,000 1.6%

59,000 59,000 0.0%

5,272,000 5,272,000 1.3%

46,300,000 46,300,000 11.7%

177,000 177,000 0.1%

1,499,794 1,499,794 0.4%

6,270,343 289,569 6,559,912 1.7%

75,126,058 7,355,500 82,481,558 20.9%

20,970,421 20,970,421 5.3%

4,054,695 4,054,695 1.0%

644,630 644,630 0.2%

9,652,291 9,652,291 2.4%

40,450 687,931 728,381 0.2%

4,664,240 788,500 5,452,740 1.4%

46,608,300 46,608,300 11.8%

385,615,940 9,121,500 394,737,440 100.0%

法人事業税交付金

諸収入

市債

合 計

会 計 別

一 般 会 計

特 別 会 計

事 業 会 計

合 計

財産収入

寄附金

交通安全対策特別交付金

繰入金

繰越金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

款

市税

地方譲与税

利子割交付金

環境性能割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

ゴルフ場利用税交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

軽油引取税交付金

地方消費税交付金

分離課税所得割交付金
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　イ　歳　出 　　　（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額 構 成 比

1,142,060 1,142,060 0.3%

41,893,559 20,000 41,913,559 10.6%

152,408,779 7,262,000 159,670,779 40.4%

28,970,632 1,647,000 30,617,632 7.8%

301,657 301,657 0.1%

6,894,210 6,894,210 1.7%

2,977,861 2,977,861 0.8%

47,633,413 192,500 47,825,913 12.1%

9,968,000 9,968,000 2.5%

59,323,287 59,323,287 15.0%

33,902,482 33,902,482 8.6%

200,000 200,000 0.1%

385,615,940 9,121,500 394,737,440 100.0%

（単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 補 正 後 の 額

67,148,059 67,148,059

45,958 45,958

14,541 14,541

143,618 143,618

8,014 8,014

12,978 12,978

277,396 277,396

70,257,201 70,257,201

13,086,388 13,086,388

公債費 45,107,646 45,107,646

1,916,572 1,916,572

198,018,371 198,018,371

款

議会費

総務費

民生費

衛生費

合 計

農林水産業費

予備費

教育費

(３) 特別会計

労働費

商工費

土木費

消防費

公債費

災害復旧費

会 計 別

財産区費

岡山市立総合医療センター病院事業債

学童校外事故共済事業費

災害遺児教育年金事業費

公共用地取得事業費

国民健康保険費

合 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

介護保険費

後期高齢者医療費

用品調達費
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(４) 事業会計 （単位：千円）

(５)  基金の状況 （単位：百万円）

4月補正まで ６月補正 4月補正まで ６月補正

21,047 44 5,000 16,091

1,584 74 1,658

15,761 35 2,000 13,796

38,392 153 7,000 31,545

（注） 市債調整基金は、満期一括償還地方債の元金償還に係る積立額及び取崩額を除いたもの。

(６)  地方債残高の状況 （単位：百万円）

前年度から
の 繰 越 分

４月補正まで ６ 月 補 正 借 入 合 計

(160,506) (18,668) (2,924) (41,608) (44,532) (186,370)

327,930 31,572 3,614 46,608 50,222 346,580 

特別会計 13,241 1,017 835 835 13,059 

341,171 32,589 3,614 47,443 51,057 359,639

220,142 18,378 4,496 17,261 21,757 223,521 

561,313 50,967 8,110 64,704 72,814 583,160

(170,363) (19,486) (2,924) (42,443) (45,367) (196,244)
337,786 32,390 3,614 47,443 51,057 356,453 

（注） 1. (　）内は、減税補てん債、臨時財政対策債等１００％交付税算入される起債を除いたもの。
        2.元金償還金は、満期一括償還地方債の償還財源に充てるため市債調整基金に積み立てた額を含み、

      基金から繰入れて満期一括償還した額は除く。

補 正 後 の 額

198,647

補 正 前 の 額

198,647

会 計 別

病院事業会計

水道事業会計

工業用水道事業会計

補 正 額

436,000

市場事業会計

財 政 調 整 基 金

５ 年 度 末
現在高見込

区 分

合　　　計

公共施設等整備基金

市 債 調 整 基 金

５ 年 度 末
残 高 見 込

48,560,717下水道事業会計

合　　　　　　計 76,683,54076,683,540

取 崩 額積 立 金

48,560,717

借 入 額

26,262,000

436,000

1,226,176

26,262,000

６年度６月
補 正 後

現在高見込

６ 年 度 中 見 込

1,226,176

（再掲）普通会計

小　　　計

一般会計

合　　　計

事業会計

元金償還金

６ 年 度 中 見 込

区 分
６ 年 度 末
残 高 見 込
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３　主な事業

金額欄の（　　）は一般財源充当額、単位：千円

区 分 事 業 名 金 額

総務費 (20,000)

20,000 

【担当課：スポーツ振興課】

民生費 (0)

1,642,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：福祉援護課】

(0)

5,620,000 

[重点支援地方交付金充当事業］

【担当課：福祉援護課】

衛生費 (391,931)

1,470,000 

【担当課：保健管理課】

(177,000)

177,000 

【担当課：環境施設課】

(98,500)

192,000 

［債務負担行為設定] 期間　Ｒ６～Ｒ７

限度額　42,700

補助率　国1/2

【担当課：交通政策課】

【債務負担行為に関するもの】

区 分 事 業 名 期 間

教育費

【担当課：生涯学習課、学校施設課】

新型コロナワクチン
定期接種事業

令和６年10月から12月に、65歳以上の方等を対象に新型コ
ロナワクチンの定期接種を実施

岡山中央中学校区
公民館（仮称）整備
事業 Ｒ６～Ｒ７

岡山中央中学校区公民館（仮称）整備事業に要する経費

限度額　115,133

一宮浄化センター
施設改修工事に係
る訴訟の和解等

一宮浄化センター施設改修工事に係る請負代金等請求事
件の和解金等

土木費

説 明

地域公共交通利便
増進事業

地域公共交通利便増進実施計画に基づき、バス路線の再編
に伴う乗り継ぎ環境の整備や支線バスの購入による利用環
境の改善等を実施

説 明

定額減税補足給付
金（調整給付）事業

所得税・個人住民税の定額減税が行われることに併せ、減
税しきれない方への給付金を支給

住民税非課税化世
帯等・子育て世帯加
算給付金事業

新たに住民税非課税又は均等割のみ課税となった世帯に対
して１世帯当たり10万円及び児童１人当たり５万円を支給

多目的屋内施設（ア
リーナ）の整備に係
る追加調査事業

多目的屋内施設（アリーナ）整備における最適な施設規模や
事業手法、整備費や運営費、周辺環境への影響等の調査・
検討を実施
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住
民

税
非

課
税

化
世

帯
等

給
付

金
（

１
世

帯
当

た
り

１
０

万
円
）

子
育

て
世

帯
加

算
給

付
金

（
児

童
１

人
当

た
り

５
万

円
）

対
象

世
帯

：
令

和
６
年

度
新

規
住

民
税
非

課
税

世
帯

(
約
１

３
，

０
０

０
世

帯
)

令
和
６
年

度
新

規
住

民
税
均

等
割

の
み

課
税
世

帯
(
約

１
，

３
０
０

世
帯
)

基
準

日
（

令
和

６
年

６
月

３
日

）
に

お
い

て
岡

山
市

に
住

民
票

が
あ

り
、

令
和

６
年

度
住

民
税

に
つ

い
て

、

・
令

和
６

年
度

新
規

住
民

税
「

非
課

税
」

世
帯

：
「

均
等

割
非

課
税

者
」

の
み

で
構

成
さ

れ
る

世
帯

・
令

和
６

年
度

新
規

住
民

税
「

均
等

割
の

み
課

税
」

世
帯

：
「

均
等

割
の

み
課

税
者

」
ま

た
は

「
均

等
割

の
み

課
税

者
と

均
等

割
非

課
税

者
」

で
構

成
さ

れ
る

世
帯

※
令
和
5
年
度

「
物
価
高

騰
重
点
支

援
給
付
金
（

１
世
帯
当

た
り
7
万
円
）

」
ま
た
は

「
住
民

税
均
等
割
の

み
課
税
世

帯
給
付
金
（

１
世
帯
当

た
り
10
万
円

）
」
の
対

象
と
な
っ
た

世
帯
は
除

く

１
８

歳
に

達
す

る
日

以
降

最
初

の
３

月
３

１
日

ま
で

の
児

童
（

平
成

１
８

年
４

月
２

日
生

ま
れ

以
降

の
児

童
）

に
つ

い
て

、
上

記
の

「
住

民
税

非
課

税
化

世
帯

等
給

付
金

」
対

象
世

帯
に

加
算

給
付

給
付

対
象

：
「

住
民
税

非
課

税
化

世
帯
等

給
付

金
」

対
象
世

帯
に

扶
養

さ
れ
て

い
る

１
８

歳
以
下

の
児

童
(
約
１

，
８

０
０

人
)

○
給

付
対

象
・

給
付
額

4



❷
定

額
減

税
補

足
給

付
金

（
調

整
給

付
）

事
業

○
給

付
対

象
・

給
付
額

令
和

６
年

１
月

１
日

に
岡

山
市

に
住

所
を

有
す
る

所
得

税
又

は
個

人
住
民

税
所

得
割

の
納

税
義
務

者
の

う
ち

、
定

額
減
税

可
能

額
が

令
和

６
年
分

推
計

所
得

税
額
又

は
令

和
６

年
度
分

個
人

住
民

税
所
得

割
額

を
上

回
る
と

見
込

ま
れ

る
方

定
額

減
税

し
き

れ
な
い
と

見
込

ま
れ

る
方

（
約

１
３

２
，

０
０

０
人
）

※
１

定
額

減
税
可
能
額

所
得
税
分

＝
３
万
円
×
減

税
対
象
人

数

個
人
住

民
税
所
得
割
分

＝
１
万
円
×
減

税
対
象
人

数

※
２

減
税

対
象
人

数

納
税
義

務
者
本
人
及

び
配
偶
者

を
含
め
た
扶

養
親

族

（
１
６

歳
未
満
扶
養

親
族
を
含

む
）
の

数

※
３

所
得

に
よ
る
制
限

納
税
義

務
者
本
人
の

合
計
所
得

金
額
が
１
，

８
０
５
万

円

を
超
え

る
方
は
対
象

外

給
付

額
＝

ア
＋
イ
の

合
算

額
（

１
万
円

単
位

に
切

上
げ
）

定
額
減

税
可
能

額
（

３
万
円
×

減
税
対
象
人

数
）

定
額
減

税
可
能

額
（

１
万
円
×

減
税
対
象
人

数
）

令
和

６
年
分

推
計

所
得
税

額
（

減
税
前
）

令
和

６
年
度

分
個

人
住
民
税

額
（

減
税
前
）

ア
イ

所
得

税
個

人
住

民
税

所
得

割

引
き

き
れ
な

い
額

定
額

減
税
控

除
額

引
き

き
れ
な

い
額

定
額

減
税
控

除
額

（
給

付
額

の
算

出
イ

メ
ー

ジ
）

※
１

※
１

※
２

※
２

5



新
型

コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
定

期
接

種
【
事

業
費

１
４
億

７
０
百

万
円
】

■
低

所
得

世
帯

等
に

対
す

る
減

免

令
和

５
年

度
ま

で

特
例

臨
時

接
種

対
象

者
生

後
６

か
月

以
上

の
す

べ
て

の
方

期
間

・
回

数
通

年
・

年
１

〜
３

回

自
己

負
担

な
し

接
種

場
所

集
団

、
医

療
機

関

令
和

６
年

度

定
期

接
種

任
意

接
種

対
象

者
・

65
歳

以
上

の
高

齢
者

・
60

〜
64

歳
で

重
症

化
リ

ス
ク

(※
)

の
高

い
方

左
記

以
外

の
方

（
定

期
接

種
対

象
者

で
、

左
記

期
間

外
に

接
種

し
た

場
合

を
含

む
）

期
間

・
回

数
10

〜
12

⽉
・

年
１

回
令

和
６

年
４

月
１

日
以

降

自
己

負
担

３
，

２
６

０
円

（
低

所
得

世
帯

等
に

対
す

る
減

免
制

度
あ

り
）

全
額

自
己

負
担

接
種

場
所

医
療

機
関

医
療

機
関

※
 心

臓
、

腎
臓

ま
た

は
呼

吸
器

の
機

能
に

障
害

が
あ

り
、

身
の

周
り

の
生

活
を

極
度

に
制

限
さ

れ
る

方
ヒ

ト
免

疫
不

全
ウ

イ
ル

ス
に

よ
る

免
疫

の
機

能
に

障
害

が
あ

り
、

日
常

生
活

が
ほ

と
ん

ど
不

可
能

な
方

・
市

⺠
税

⾮
課

税
世

帯
：

１
，

６
３

０
円

・
生

活
保

護
世

帯
ま

た
は

中
国

残
留

邦
人

等
支

援
給

付
受

給
世

帯
：

無
料

※
要

事
前

申
請

■
そ

の
他

定
期

接
種

に
移

行
し

た
新

型
コ

ロ
ナ

ワ
ク

チ
ン

予
防

接
種

に
つ

い
て

、
重

症
化

予
防

を
目

的
に

令
和

６
年

10
⽉

か
ら

12
⽉

の
間

実
施

し
ま

す
。

使
用

す
る

ワ
ク

チ
ン

、
接

種
の

予
約

方
法

等
の

詳
細

は
未

定

6



8

＜
地

域
公

共
交

通
利
便

増
進

事
業

＞

路
線
バ
ス
再

生
に
向
け
た
５
か
年

計
画

地
域

公
共

交
通

利
便

増
進

実
施

計
画

【
第

１
弾

】
（

計
画

期
間

：
R６

年
度

〜
R1

0年
度

）
ま

と
ま

り
次

第
第

２
弾

・
第

３
弾

で
実

施

バ
ス

路
線

の
再

編
利

用
環

境
・

業
務

環
境

の
改

善
利

用
し

や
す

い
運

賃
体

系
の

構
築

1
2

3

施
策

の
３

本
柱

（
地

域
公

共
交

通
計

画
）

＜
現

状
＞

自
動

車
利

用
へ

の
依

存
（

バ
ス

分
担

率
わ

ず
か

2%
）

需
要

に
見

合
っ

た
効

率
的

な
運

行
形

態
に

変
え

る

徹
底

し
た

利
用

者
目

線
で

利
便

性
を

向
上

さ
せ

る

将
来

に
わ

た
っ

て
市

⺠
の

移
動

⼿
段

を
守

る

公
共

交
通

の
利

用
を

文
化

と
し

て
広

げ
て

い
く

周
辺

部
で

さ
ら

な
る

減
便

・
廃

止
の

お
そ

れ

利
用

者
数

の
増

加

経
営

の
安

定
化

重
複

す
る

路
線

（
９

社
で

の
競

争
）

運
転

⼿
不

足
（

低
賃

金
・

20
24

年
問

題
）

新
た

な
投

資
が

困
難

な
経

営
状

況

施
策

の
方

向
性

目
指

す
姿

■
現

状
と

課
題

、
施

策
の

方
向

性
■

バ
ス

路
線

の
維

持
・

拡
充

に
向

け
た

新
形

態
（

岡
山

モ
デ

ル
）

需
要

に
応

じ
て

幹
線

と
支

線
に

分
割

支
線

は
小

型
車

両
で

運
行

（
普

通
２

種
免

許
）

1
2

支
線

は
公

設
⺠

営
（

幹
線

は
⺠

設
⺠

営
）

運
行

支
援

で
支

線
を

安
定

維
持

3
4

４
つ
の
ポ
イ
ン
ト
（
岡

山
モ
デ
ル
）

都
心

都
心

拠
点

拠
点

幹
線

(
バ
ス
・
鉄

軌
道

)
支

線

複
数

の
路

線
が
重

複

需
要

は
大

き
い

が
供

給
過

多
（

ム
ダ

が
あ

る
）

需
要

は
小

さ
い

が
大

型
バ

ス
で

運
行

再
編

都
心

都
心

拠
点

拠
点

現
状

再
編

後

小
型

化

便
数

が
少

な
い

市
全

体
の

バ
ス

路
線

の
維

持
・拡

充
を

図
り

、
市

民
の

移
動

手
段

を
守

る
！

利
便

性
の

高
い

公
共

交
通

サ
ー

ビ
ス

を
安

定
的

に
提

供
す

る

利
便

増
進

実
施

計
画

【
第

１
弾

】

乗
継

拠
点

新
設

延
伸
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①
一

宮
方

面
•

支
線

を
備

前
一

宮
駅

ま
で

延
伸

•
幹

線
、

支
線

と
も

に
増

便
③

高
島

方
面

•
支

線
を

備
前

原
駅

ま
で

延
伸

•
支

線
を

増
便

⑤
牛

窓
方

面
•

支
線

を
岡

村
一

心
堂

病
院

、
⻄

大
寺

病
院

へ
延

伸

⑦
岡

南
方

面
•

支
線

を
労

災
病

院
ま

で
延

伸
•

支
線

の
増

便

⑩
拠

点
間

を
つ

な
ぐ

支
線

の
新

設
•

北
⻑

瀬
〜

妹
尾

、
妹

尾
〜

岡
南

、
芳

泉
〜

岡
南

を
つ

な
ぐ

支
線

の
新

設

⑧
妹

尾
方

面
•

妹
尾

駅
へ

接
続

す
る

支
線

を
新

設
•

幹
線

の
便

数
適

正
化

⑨
庭

瀬
方

面
•

庭
瀬

駅
へ

接
続

す
る

支
線

を
新

設
•

幹
線

の
便

数
適

正
化

妹
尾

駅

備
前

原
駅

備
前

一
宮

駅

北
長

瀬
駅

汗
入

芳
賀

佐
山

郵
便

局
前

津
高

営
業

所

高
島

駅

操
南

団
地

入
口

庭
瀬

駅

築
港

新
町

東
山

電
停

平
津
橋

②
津

高
方

面
•

支
線

を
大

型
商

業
施

設
や

国
立

病
院

ま
で

延
伸

西
大

寺
駅

西
大

寺
B

C

R7
下

半
期

〜

R7
下

半
期

〜

R9
〜

R8
〜

R8
〜

R8
〜

R8
〜

R7
下

半
期

〜

⑥
沖

元
・

平
井

方
面

•
並

走
区

間
の

路
線

集
約

•
幹

線
の

増
便

R9
〜

④
⻄

⼤
寺

方
面

•
幹

線
の

重
複

路
線

を
集

約
•

支
線

を
協

立
病

院
ま

で
延

伸
•

路
面

電
車

と
の

乗
り

継
ぎ

環
境

整
備

R7
下

半
期

〜

支
線

（
バ

ス
）

幹
線

（
バ

ス
）

幹
線

（
鉄

道
）

乗
り

継
ぎ

ポ
イ

ン
ト

(幹
線

バ
ス

ー
支

線
バ

ス
)

乗
り

継
ぎ

ポ
イ

ン
ト

(  
鉄

軌
道

ー
支

線
バ

ス
)

＜
地

域
公

共
交

通
利
便

増
進

事
業

＞

再
編

後
の
バ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
運

行
開

始
予
定

利
便

増
進

実
施

計
画

【
第

１
弾

】

■
再

編
後

の
バ

ス
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（

10
方

面
／

支
線

17
路

線
）

※
今

後
の

準
備

の
状

況
等

に
よ

り
実

際
の

運
行

開
始

時
期

は
前

後
す

る
場

合
が

あ
り

ま
す

9
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＜
地

域
公

共
交

通
利
便

増
進

事
業

＞

事
業

内
容
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
R
6
～
R
1
0
）

バ
ス

路
線

の
再

編

1.
整

備
計

画
の

作
成

(ト
ー

タ
ル

デ
ザ

イ
ン

、
新

設
バ

ス
停

整
備

計
画

)
0.

7億
円

2.
乗

り
継

ぎ
環

境
の

整
備

(乗
り

継
ぎ

空
間

概
略

検
討

、
割

引
ｼｽ

ﾃﾑ
開

発
)

5.
3億

円

3.
 小

型
車

両
の

導
入

（
支

線
）

1.
6億

円

4.
運

行
支

援
（

支
線

）
5.

8億
円

利
用

環
境

の
改

善

5.
IC

カ
ー

ド
シ

ス
テ

ム
利

便
性

向
上

10
.1

億
円

①
IC

ｶｰ
ﾄﾞ

ｼｽ
ﾃﾑ

の
リ

ニ
ュ

ー
ア

ル
(6

.1
億

円
)

②
新

サ
ー

ビ
ス

の
シ

ス
テ

ム
開

発
(定

期
W

EB
購

入
・

オ
ン

ラ
イ

ン
チ

ャ
ー

ジ
等

)
(4

.0
億

円
)

6.
 路

線
の

見
え

る
化

・
交

通
案

内
板

1.
2億

円

7.
統

合
分

析
シ

ス
テ

ム
の

開
発

0.
3億

円

8.
低

床
車

両
等

導
入

支
援

4.
1億

円

運
転

⼿
の

確
保

9.
免

許
取

得
費

用
支

援
0.

3億
円

(タ
ク

シ
ー

除
く

)

1
3

.4
億

円

0
.3

億
円

1
5

.7
億

円

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
6

■
５

か
年

総
事

業
費

：
29

.4
億

円
（

市
：

13
.6

億
円

、
国

12
.3

億
円

、
事

業
者

3.
5億

円
）

7.
1億

円
(3

.0
億

円
)

設
計

0
.2
億

円

設
計

0
.5
億

円

車
両

0
.5
億

円

開
発

・
製

造
5.

1億
円

方
針

検
討

設
計

0
.2
億

円

設
計

0
.1
億

円

導
入

支
援

0
.4
億

円

R6
.2

補
正

支
援

0.
1億

円
R6

.2
補

正

運
行

開
始

（
準

備
が

整
っ

た
路

線
か

ら
）

■
実

施
計

画
(第

２
弾

)の
検

討
・

利
用

し
や

す
い

運
賃

体
系

の
構

築
6⽉

補
正

案
：

1.
9億

円
(0

.9
億

円
)

2⽉
補

正
：

5.
2億

円
(2

.1
億

円
)

( )
内

は
国

費

利
便

増
進

実
施

計
画

【
第

１
弾

】

10

検
討

0
.1
億

円

※
市

13
.6

億
円

の
う

ち
11

.4
億

円
は

特
別

交
付

税
の

対
象

（
措

置
率

は
市

の
財

政
力

に
よ

る
。

昨
年

度
の

措
置

率
は

約
46

%
。

）
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11

●
乗

り
継

ぎ
環

境
の

整
備

①
乗

り
継

ぎ
空

間
の

概
略

検
討

•
乗

り
継

ぎ
ポ

イ
ン

ト
(1

5箇
所

)の
バ

ス
待

ち
空

間
の

概
略

検
討

を
行

い
ま

す
。

②
乗

り
継

ぎ
割

引
シ

ス
テ

ム
の

開
発

•
幹

線
と

支
線

に
分

割
す

る
路

線
を

対
象

に
、

バ
ス

を
乗

り
継

い
だ

場
合

の
直

通
運

賃
を

設
定

す
る

た
め

、
IC

カ
ー

ド
シ

ス
テ

ム
の

ソ
フ

ト
改

修
を

行
い

ま
す

。

●
小

型
車

両
の

導
入

（
支

線
）

•
令

和
７

年
度

下
半

期
か

ら
一

部
路

線
※

で
運

行
開

始
を

目
指

す
た

め
、

支
線

で
使

用
す

る
小

型
車

両
及

び
IC

カ
ー

ド
リ

ー
ダ

ー
等

の
付

属
品

を
調

達
し

ま
す

。
（

４
台

）
※

⻄
大

寺
方

面
・

庭
瀬

方
面

・
妹

尾
方

面
・

拠
点

間
を

想
定

（
妹

尾
方

面
は

運
行

事
業

者
が

所
有

す
る

小
型

車
両

を
活

用
）

＜
地

域
公

共
交

通
利
便

増
進

事
業

＞

６
月

補
正

予
算
（
案
）
の
主
な
内
容

利
便

増
進

実
施

計
画

【
第

１
弾

】

(出
典

) O
sa

ka
 M

et
ro

 

乗
り

継
ぎ

空
間

（
イ

メ
ー

ジ
）

直
通

運
賃

設
定

（
イ

メ
ー

ジ
）

【
例

】
Os

ak
a 

M
et

ro
オ

ン
デ

マ
ン

ド
バ

ス
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補足資料
ページ

事　　業　　名
記者発表資料
掲載ページ

12 多目的屋内施設（アリーナ）の整備に係る追加調査事業 5

13 住民税非課税化世帯等・子育て世帯加算給付金事業 5

14 定額減税補足給付金（調整給付）事業 5

15 新型コロナワクチン定期接種事業 5

16 地域公共交通利便増進事業 5

令和６年度６月補正予算（案）補足資料

11



令和６年度６月補正予算（案）補足資料 

 

〔事務事業名〕 多目的屋内施設（アリーナ）の整備に係る追加調査事業 

 

 

１ 事業の趣旨 

新アリーナ整備事業については、経済界からの提言を受け、令和４年度に基礎

調査を実施し、令和５年度には、基本計画を策定するなど検討を進めてきた。 

   新アリーナの整備に向けて、施設規模等についての様々な意見や、運営面につ

いての経済界からの要望を受け、最適な施設規模や事業手法、整備費や運営費、

周辺環境への影響等に関する追加調査を行うもの。 

 

２ 調査内容 

 ・適切な施設規模及び機能の検討 

 ・概算事業費（イニシャル・ランニングコスト）の算定 

 ・事業採算性の検討 

・交通計画 

 ・民間企業への意向調査 

 ・事業手法の検討 等 

 

３ 事業費 

（１）歳出額     ２０，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・一般財源   ２０，０００千円     

 

 

 

 

 

担当課名 
市民生活局 
スポーツ文化部 
スポーツ振興課 

担当者名 課長 吉田武生 

電  話 
内線 ４７４０ 
直通 ８０３－１６１５ 
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令和６年度６月補正予算（案）補足資料 

 

〔事務事業名〕住民税非課税化世帯等・子育て世帯加算給付金事業 
 

１ 事業の趣旨 

  デフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高対策として、令和６年度から新

たに住民税非課税世帯等となった世帯に対し、現金を給付するもの。 

 

２ 事業内容 

（１）給付対象 

  ①住民税非課税化世帯等給付金 

・令和６年度新規住民税非課税世帯                 約１３，０００世帯 

     基準日（令和６年６月３日）において岡山市に住民票があり、令和６年度新た

に住民税「均等割非課税」となった世帯 

・令和６年度新規住民税均等割のみ課税世帯             約１，３００世帯 

     基準日（令和６年６月３日）において岡山市に住民票があり、令和６年度新た

に住民税「均等割のみ課税」となった世帯 

   ※令和５年度物価高騰重点支援給付金対象世帯及び住民税均等割のみ課税世帯給付 

金対象世帯を除く 

②子育て世帯加算給付金（上記①の世帯に加算給付）      約１，８００人 

    上記①の世帯に扶養されている１８歳以下の児童 

（２）給付額 

  ①住民税非課税化世帯等給付金              １世帯当たり１０万円 

②子育て世帯加算給付金                 児童１人当たり５万円 

（３）スケジュール 

   ・令和６年７月中旬   対象世帯へ案内発送開始 

・令和６年７月下旬   対象世帯へ振込開始 

・令和６年１０月３１日 申請受付終了（消印有効） 

（４）コールセンター・総合窓口 

   （コールセンター）       期間 令和６年７月中旬～１０月３１日 

                      （土日祝を除く） 

   （総合窓口）保健福祉会館１階  期間 令和６年７月中旬～１０月３１日 

                      （土日祝を除く） 

 

３ 事業費 

（１）歳出額                １，６４２，０００千円 

   ・事業費               １，５２０，０００千円 

   ・事務費                 １２２，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・国庫支出金（重点支援地方交付金）  １，６４２，０００千円 

 

担当課名 保健福祉局保健福祉部 
福祉援護課 

担当者名 課長 松本 豊 

電  話 内線 ５４５０ 
直通 ８０３－１２１６ 
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令和６年度６月補正予算（案）補足資料 

 

〔事務事業名〕定額減税補足給付金（調整給付）事業 

 

１ 事業の趣旨 

  デフレ完全脱却のための総合経済対策における物価高対策として、定額減税しきれな

いと見込まれる方に対し、現金を給付するもの。 

 

２ 事業内容 

（１）給付対象者 約１３２，０００人 

    令和６年１月１日に岡山市に住所を有する所得税または個人住民税所得割の納

税義務者のうち、定額減税可能額が減税前税額を上回ると見込まれる方。 

    ※納税義務者本人の合計所得金額が１，８０５万円（給与収入のみの場合は、

給与収入２，０００万円）を超える方は対象外。 

    定額減税可能額 ・所得税分     ＝３万円×減税対象人数 

            ・個人住民税所得割分＝１万円×減税対象人数 

   減税対象人数 納税義務者本人及び配偶者を含めた扶養親族（16歳未満扶養親

族を含む）の数 ※国外居住者を除く 

 

（２）給付額 

    控除不足額（①、②）の合算額（合算額を万円単位に切上げ） 

①所得税分定額減税可能額－令和６年分推計所得税額（令和５年分所得税額） 

②個人住民税所得割分定額減税可能額－令和６年度分個人住民税所得割額 

ただし、①＜０の場合は０、②＜０の場合は０ 

 

（３）スケジュール 

   ・令和６年７月下旬   対象者へ案内発送開始 

・令和６年８月中旬   対象者へ振込開始 

・令和６年１０月３１日 申請受付終了（消印有効） 

（４）コールセンター・総合窓口 

 （コールセンター）       期間 令和６年７月上旬～１０月３１日 

（総合窓口）保健福祉会館１階  期間 令和６年８月上旬～１０月３１日 

                   （土日祝を除く） 

 

３ 事業費 

（１）歳出額                ５，６２０，０００千円 

   ・事業費               ５，２８０，０００千円 

   ・事務費                 ３４０，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・国庫支出金（重点支援地方交付金）  ５，６２０，０００千円 

 

担当課名 保健福祉局保健福祉部 
福祉援護課 

担当者名 課長 松本 豊 

電  話 内線 ５４５０ 
直通 ８０３－１２１６ 14



令和６年度６月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 新型コロナワクチン定期接種事業 

 

１ 事業の趣旨 

 定期接種に移行した新型コロナワクチン予防接種について、重症化予防を目的と

して実施するもの。 

 

 

２ 事業内容 

（１）対象者 

   ・６５歳以上の高齢者 

   ・６０～６４歳で重症化リスクの高い方 

（２）接種期間 

    令和６年１０月から１２月まで 

（３）接種場所 

  各医療機関 

（４）自己負担 

    ３，２６０円 

※市民税非課税世帯の方は１，６３０円、生活保護世帯等の方は無料 

（５）その他 

使用するワクチン、接種予約方法等の詳細は未定 

 

 

３ 事業費 

（１）歳出額                     １，４７０，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金    ７８８，５００千円 

・新型コロナワクチン予防接種使用料（自己負担）  ２８９，５６９千円 

   ・一般財源                    ３９１，９３１千円 

 

 

担当課名 保健福祉局保健福祉部保健管理課 
担当者名 課長 森 公造 

電  話 
内線 ５７５０ 
直通 ８０３－１２５１ 

 

15



令和６年度６月補正予算（案）補足資料 

 

 

〔事務事業名〕 地域公共交通利便増進事業 

 

 

１ 事業の趣旨 

  路線バスは、市民の日常生活や経済活動を支える重要な移動手段ですが、利用者

の減少や運転手不足、燃料費高騰等により経営状態は厳しく、このままでは路線の

維持が困難となる危機的状況となっています。 

このため、持続可能な公共交通ネットワークの構築に向けて、令和６年４月に国

の認定を受けた「岡山市地域公共交通利便増進実施計画（第１弾）」に基づき、バ

ス路線の再編や利用環境の改善に取り組み、公共交通の利用促進と経営の安定化を

図ります。 

 

２ 事業内容 

 ・整備計画の作成（トータルデザイン、新設バス停整備計画） 

 ・乗り継ぎ環境の整備（乗り継ぎ空間概略検討、割引システム開発） 

 ・小型車両の導入（支線） 

 ・路線の見える化、交通案内板 

 ・統合分析システムの開発 

 ・低床車両等導入支援の拡充 

 

３ 事業費 

（１）歳出額                       １９２，０００千円 

（２）財源内訳 

   ・国庫支出金（社会資本整備総合交付金、補助率１／２） ９３，５００千円 

   ・一般財源                      ９８，５００千円  

                          合計 １９２，０００千円 

 

 

担当課名 
都市整備局都市・交通部  
交通政策課 

担当者名 課長 金川 伸也 

電  話 
内線 ３６２０  
直通 ８０３－１３７６ 
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